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 (c) 調査研究の目的 

高密度な重力観測網において繰り返し観測することにより、地震直後の重力変化を検出

し、震源域で進行しているプレート間結合状態の変動、特に震源域の東西での変動の違い

の解明を図る。 

 

(2)調査研究の成果 

(a) 調査研究の要約 

襟裳・帯広・厚岸で絶対重力観測を行うとともに、えりも地域および道東地域に設置し

ている相対重力路線の再測定を実施した。震源域から適度の距離にある 3 箇所における絶

対測定によって、海溝沿いの巨大地震にともなう広域的なコサイスミック重力変動を正確

に把握できた。これは、世界で初めての成果といえる。これらの結果と、地震発生前に実

施していた絶対重力・相対重力再測定による重力場とを比較して、コサイスミックな重力

時間変化の空間分布を得た。このデータと GPS による変位データとを同時インバージョン

した結果、地震学的なアスペリティ分布に対応するディスロケーションが、えりも地域直

下まで延びているとする地震波解析による結果を支持する結果が得られた。これにより、

アスペリティ分布の信頼性の検証に役立った。 

 

(b) 調査研究の実施方法 

1) 絶対重力測定 

 東京大学と北海道大学は共同で、2003 年 9 月 29 日～10 月 12 日の期間に、FG5絶対重力

計による観測を、えりも町、帯広市および厚岸町で実施した。国土地理院は 2004 年 3 月 22



日から 27日の期間に、帯広市で絶対重力観測を繰り返した。 

 

2) 相対重力測定 

 東京大学と北海道大学は共同で、2003 年 9 月 30 日から 10 月 4 日の期間に、えりも地域

でラコステ重力計 2 台を用いた相対測定を実施した。さらに同年 11 月 23 日から 11 月 29

日まで道東地域での相対測定を実施した。 

 

3) 時間変化の算出とインバージョン解析 

 主として東京大学が担当した。とくにプレートの定常的な沈み込みの影響をバックスリ

ップモデルを用いて推定し、地震の 2年～5年前の観測データを直前の値に整約する前処理

計算をおこなった。その結果と 1)および 2)の観測データとから時間変化を算出した。重力

変化の空間分布および GPSによる変位データを同時インバージョンして、十勝沖地震の断

層モデルを決定した。 

 

(c) 調査研究の成果 

1)学術的な背景 

海溝型巨大地震について、コサイスミックな重力変化を１µgal という高い精度と確度で

観測した例は、これまでに報告されていない。本研究で行ったえりも、帯広および厚岸に

おける絶対重力観測は、これを世界で初めて検出した観測例として位置づけられる。しか

も、測定点が 1 点ではなくて、震源断層から、断層サイズ程度の適度の距離の 3 点で広域

的に観測されたことは、きわめて重要である。この自ら測定して得た重力変化の解析を通

じて、海溝型巨大地震においてもディスロケーション理論に基づく重力変化の公式（Okubo, 

1992）が成立していることを検証できたことの意義は高い。また 2)で述べるような地震前

データの処理法についても、新たな発展をはかることができた。 

 

2) 地震前データの整約 

地震に伴う重力変化を導くためには、実は地震の直前（1ヶ月～1日前）の重力測定デー

タがなくてはならない。地震予知ができれば地震直前の測定も可能ではあるが、現時点で

はよほどの僥倖に恵まれなければ、このようなことはありえない（Tanaka et al., 2001）。

したがって、地震前データといっても、地震発生の 1 年から数年前のデータしかないのが

通例である。北海道十勝沖の場合、この様なデータをそのまま地震直前のデータとして扱

うことは許されない。なぜなら、そこでは太平洋プレートが北米プレートの下に定常的に

沈み込んでおり、サブダクションの影響を無視すれば、有意な系統誤差が混入するからで

ある。そこで本研究では、プレートのサブダクションをバックスリップモデルによって定

量的にモデル化し、地震の数年前の絶対重力測定値を地震直前の重力値に整約することと

した。 



Savage(1983)は断層両側に与えた定常的なスリップの成分と、断層運動に反対向きの食

い違い変位（すなわち正断層型のスリップ）を与えた場合との足し合わせによって、定常

的なプレート運動の効果を評価しようとした。この断層運動と反対向きに想定した変位を

backslip と呼ぶ。このモデルによると、地殻変動や重力変化などの物理量 w の時空間変動

は 
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と表される。ここで、xは観測点の座標、T は巨大地震の再来周期であり、時刻t=0に直近

の巨大地震が起きたとしている。右辺第１項の -w1(x, 8 )t/T は時刻tにおけるbackslipによる

重力変化、第２項w1(x,t)は時刻tにおける時刻0に発生した地震の影響による重力変化、第３

項は過去の地震の影響による重力変化の足しあわせである。この合計w(x,t)が定常的なプレ

ート運動による重力変化となる。w1(x,t)を見積もるためには、2つの段階を踏む必要がある。

最初のステップでは、点震源に対する粘弾性球対称地球モデル（SNRVEIモデル：

Spherically Symmetric Non-Rotating Visco-Elastic Isotropic earth model）の応答（グリ

ーン関数）、すなわち地殻変動と重力変化を計算する。これは田中・大久保(2000)による定

式化と計算手法で完成している。第2のステップでは、得られたグリーン関数を断層面上で

面積分して、地表変位および重力変化を計算する（Okubo et al, 2003; 奥野ほか2003)。 

 以下では、密度、弾性定数は 1066Aモデルのそれを採用し、アセノスフェアの粘性率が

1020 [Pa s]および 1021 [Pa s]という異なる値をもつ２つ地球モデルについて計算をすすめた。

十勝沖および根室沖には、それぞれ矩形のアスペリティを仮定し、そこでは正断層型の定

常すべりが起きているとして、定常的なサブダクションをモデル化した（図１）。断層面の

長さはそれぞれ 130kmと 100kmとし、傾斜角を 20°としている。これは山中・菊地(2002)

によるアスペリティマップ、Ito et al.(2000)のバックスリップ分布を参考にしたものである。

地震時のすべり量は、千島海溝のプレート沈み込み速度 7.8cm/year （Seno et al. 1996)、

プレート間の固着率を 0.85 (Ito et al.2000)に、地震の繰返し周期 T =80年から、5.43mと

なり、この値を用いてシミュレーションを行った。 

得られた重力の経年変化の様子を図 2 に示す。ここでは２つの粘性モデルの平均値をと

っている。えりもにおける２年間の定常すべりによる重力変化および帯広と厚岸における

５年間の定常すべりによる重力変化は、それぞれ-1.4µgal、-2.5µgal、-3.8µgal と見積もら

れた。 

 

3) 地震後の重力観測 

a)絶対重力観測 

 ２００３年十勝沖地震直後に、以下の３点で、延べ 4回の絶対重力観測を行った。 

                                              期間      

（１）襟裳（北海道大学えりも地殻変動観測所）  2003年 9月 29日~10月 6日 



（２）帯広 FGS（帯広畜産大学土木工学実験室） 2003年 10月 8-9日     

 2004年 3月 22日-27日 

（３）厚岸 FGS（厚岸町社会福祉センター） 2003年 10月 11日-12日 

 

 得られた絶対重力値を、2)で計算した地震直前に整約した値と比較して、コサイスミック

な重力変化を算出した。襟裳、帯広および厚岸におけるコサイスミックな重力変化は、そ

れぞれ+15.4µgal、+14.3 µgal、+8.4 µgalと見積もられた。 

 

b) 相対重力観測 

以下では、えりも地域および道東地域において実施した相対重力測定の結果を述べる。 

えりも地域における重力変化は、地震前 1ヶ月（2003 年 8 月 31 日～9月 1日）に行われ

た。相対測定の基準点は、FG5による絶対値が与えられた点（ERM）である。このデータ

と地震後のそれ（2003 年 9 月 30 日～10 月 4 日）との差は、コサイスミックな変化量とし

て扱うことができる（図 3(a)）。なぜなら 1ヶ月程度のタイムスケールでは、プレートの沈

み込みや地下水位の変動などは、1 µgal 程度かそれ以下の影響しか与えないのがふつうだ

からである。 

図 3(a)に示したえりも地域の重力変動には、つぎのような顕著な特徴がみとめられる。 

 
ⅰ)この地域の上下変位（数十 cm）に見合って、数十µgalの重力変化が生じていること。 
ⅱ)東から西に変化量が増大する傾向があること。 
ⅲ）太平洋岸に沿った系統的な重力変化パターンが、基準点 ERM で乱されているように
みえること 

 

特徴ⅰ) ⅱ)については、5)の断層モデルの構築によって説明することとし、特徴ⅲ）につ

いては 4)のトンネル効果の節で説明を加える。 

道東地域では 1994年北海道東方沖地震後の相対重力測量結果（西田ほか）と比較して図

3(b)に示す相対重力変化が得られた。全体として北から南に向かって重力増加の傾向を示し、

太平洋側の沈降がうかがわれる。しかし、絶対重力観測を行った厚岸(AKS)では 1998年か

ら 2003年の間に５μgal の重力増加しか検出されなかった。期間の違いはあるが、相対重

力の変化量は大きい。このことは震源域東側でプレートの沈み込みに伴う地殻変動の進行

を想定させる一方、地殻浅部に原因をもつ上下変動が原因とも考えられ、水準測量データ

などを加味して検討しなければならない。 

 

4) 重力変化理論におけるトンネル効果の発見 

予備的な解析として、国土地理院の GPS観測網 GEONETの解析から導かれた暫定的な

断層モデル（図４(a)、表１）を用いて、3)で導いた重力変動場が説明できるかどうか検討

した。 



密度ρの半無限弾性体媒質内の有限矩形断層上で一様なすべりが生じたとき、地表の点(x1, 
x2)における重力変化は 

 
∆g(x1, x2)= {ρG[U1 Sg(ξ,η) + U2 Dg(ξ,η)+U3 Tg(ξ,η) ]+ ∆ρ G U3 Cg(ξ,η) }||  
        - β ∆ h(x1, x2)  (2) 
 

と表される（Okubo, 1992）。ここで、U1, U2, U3はそれぞれディスロケーションの左横ず

れ成分、逆断層成分、開口変位成分を表す。ここで、∆hとβ=3.086 [µgal/cm]は、それぞれ上

下変位とフリーエア重力勾配を意味する。またΔρは開口部を充填している密度と周囲の媒

質の密度との差を表す。Gは万有引力定数である。この式では Chinnery(1961)の表記法 

 

f(ξ,η)|| =  f(x1,p) - f(x1,p-W) - f(x1-L,p) + f(x1-L,p-W)    (3) 

p  = x2 cos δ  + d sin δ 

 

を用いた。式（2）中の Sg, Dg, Tgは、単位の大きさのディスロケーションが、それぞれ水平

方向、逆断層方向、開口方向に生じたときの重力変化を表し、Cg は単位の開口変位によっ

て生じた空隙を単位密度の物質が充填したときの重力効果を表す(Okubo 1992)。(2)式の第

５項は測定点の鉛直方向の変位による重力変化を表している。 

この式を用いて、えりもの絶対重力点 ERM（北海道大学地殻変動観測坑）における、地表

の重力変化は+57.5 µgal と予測された。一方、絶対重力測定からは+15.4 µgalの重力増加が

観測されている。予測値と観測値の食い違いは、+42 µgalに及んでいる。 

(2)式の再吟味を行った結果、予測値の計算プログラミングでは重力鉛直勾配βの値が

3.09 [µgal/cm]と固定されていることが判明した。通常はこれで問題はないのであるが、今

の測定は横坑内におけるものであるから、重力鉛直勾配βはフリーエア勾配ではなく、ブー

ゲー勾配に近いと予想される。実際に測定したところ、得られた重力鉛直勾配が 2.19 

[µgal/cm]であった。えりもの上下変動∆hは－18 cm(図５(a))であったから、正しい鉛直勾

配β=2.19[µgal/cm]を用いて再計算すると、予測値としては 

57.5 + (3.09-2.19)*(-18.0)= 41.3 µgal 

という結果が得られる。観測値との差は 25µgal程度にまで縮小し、断層モデルの調整によ

り、観測値を説明できる見込みが立った。そこで，相対測定の結果も合わせて、さらに 5)

で解析をすすめることとした。 

 ここで重力変化理論式(2)において重力鉛直勾配βの値として不用意に 3.086 [µgal/cm]と

いう値を用いると、計算値と観測値に有意な誤差が生じたことに留意したい。いわばトン

ネル効果ともいうべきこの効果を補正するためには、観測点における重力鉛直勾配を実測

して、その値を(2)式のβとして用いるべきことが分かった。これは、本研究で得られた重要

な副産物として強調しておきたい。 

  

5) コサイスミックな重力変化観測データのモデル化および理論の検証 



GPS および重力の測定結果を用いて幾何学的断層モデルを決定した。モデル化の手法と

しては、半無限弾性体中の矩形断層を仮定した Okada(1985)の定式化を用いた。Okadaは

半無限弾性体中の横ずれ、縦ずれ、開口の各断層について、断層の位置、大きさ、および

ずれの大きさをパラメータとして与えれば、半無限弾性体上の任意の点で変位が計算でき

る形式を与えた。 

 まず、第一段階として、１つの縦ずれ断層の存在を仮定し、それぞれのパラメータを求

めた。パラメータ（縦ずれ断層の緯度、経度、長さ、幅、深さ、走行、傾斜角、すべり量、

すべり角）は以下の V1を最小にするものを求めた。これは、重力変化∆g、上下変位∆h、水

平変位∆uの観測量と計算量の差をそれぞれの測定誤差で割ったものの二乗和 

 

V1 = Σ ( ∆gobs- ∆gcal)/ σg)
2 + Σ ( ∆hobs- ∆hcal)/ σh)

2 + Σ ( ∆uobs- ∆ucal)/ σu)
2  (4) 

 

である。σg、σh、σu はそれぞれ重力、高さ変化、水平変位の測定誤差を示し、本研究では

15µgal、15mm、20mmとした。また媒質のポアソン比は全ての計算で 0.25とし、弾性体（周

囲の地殻）の密度は 2.67 [g/cm3]とした。表 2の左側のコラムに示す範囲で、V1を最小とす

る適切な断層パラメータをグリッドサーチで求めた。一枚目の断層で V1が最小値(210.3)を

とったときの、予測値と測定結果の差の標準偏差は、重力変化について 16.0µgal、GPSに

よる高さ変動について、28mm、水平変位について 37mmとなった。データ数が 60(重力が

14(絶対重力３点+相対重力 11点)、GPSによる高さ変動 20、水平変位 13×２)であるのに

対し、パラメータ数は９であるから、V1は自由度 f=51 であるχ2分布に従うと考えられる。

したがって V1が自由度 51 のχ2分布の上側５％以内、すなわちχ2 (0.05)=68.6 に収まれば、

適切なモデルということができる。インバージョンの結果は V1=210.3 > 68.6だから、モデ

ルの適合度は悪い。そこでさらにモデルを改良することとした。具体的には、１段階目の

断層に加えて、１つの小さな縦ずれ断層を襟裳岬の先端の位置に加えた(図４(b))。これは１

枚目の断層だけによる場合では襟裳周辺の重力の残差が特に大きく残ったためである。表

２に示すような範囲で同じく V1を最小とする断層パラメータを求めた。これによると、V1

が最小(178.8)となったときの、観測量残差の標準偏差は、重力変化について 10.9µgal、高

さ変化について、26mm、水平変位について 35mm となった。自由度は f=42 となるから、

上側５％点の値χ2 (0.05)=58.1よりもまだ V1=178.8は大きく、モデルの適合度はまだ悪い。

しかしパラメータを９増やしただけで（自由度は９減少）V1が 31.5も減少したことから２

枚目の断層をモデルで想定したことは適切であったと考えられる。χ2 の適合度はまだ悪い

ので、すべり分布をより詳細にするために断層を細分化すること等による改良の余地はあ

る。 

 求められた全パラメータと，このパラメータによる重力変化の計算値、および実際の観

測結果とあわせて、図６および表２に示す。２枚目の断層の位置は、地震波による解析か

ら導かれたモデル（山中・菊地 2003）（図７）で導かれた、えりも直下にのびるアスペリ



ティの位置をカバーしており、調和的な結果といえる。観測された重力変化の値と、得ら

れた断層モデルによる重力変化の計算値の差は、設定観測誤差σg =15μgal以下である（表

３）。これによって、絶対重力変化に関するディスロケーション理論は、海溝型巨大地震に

おいても成立することが明らかになった。 

 

6) 帯広における２回の測定の比較 

 帯広における絶対重力測定は、2003年 10月と 2004年 3月の 2回、実施されている。地

震研究所による値は 980418685.2µgal(2003年 10月)であるのに対し、国土地理院によって

得られた値は 980418688.9 µgal(2004 年 3 月)であった。すなわち地震後 5 ヶ月の間に

3.7 µgal の重力の増加があったことになる。ただし 10 月には積雪はなかったのに対し、3

月には 40cmの積雪があったことを考慮しなくてはならない。雪の密度を 0.2 g/cm3とする

と、観測点付近が一面に 40cmの積雪で覆われた場合には、3.2 µgalの重力増加がみこまれ

る。観測点が室内にあることを考えれば、積雪の直接的な効果は 3.2 µgal の何割かという

程度と見込まれる。しかし、地下水の上昇という側面もありうるので、この 5か月で数µgal

程度の環境要因による重力増加はありそうである。したがって、5ヶ月間の余効変動は明瞭

には捉えられなかったと結論される。 

 

(d) 結論ならびに今後の課題 

 地震直後のコサイスミックな重力変化の検出については、えりも地域・道東地域ともに

目標を達成した。得られたデータのインバージョンから、アスペリティが襟裳直下まで延

びていることを見出した。 

余効変動観測については、えりも地域では機材故障のため、2003 年 10 月 9 日までしか

実施できなかった。2004年 7月に再度、えりも地域での観測を実施し、1年程度の時間尺

度の余効変動を観測する予定である。帯広においては、2003 年 10 月に実施した測定値と

2004年 3月のそれとを比較したが、明瞭な余効変動を検出することはできなかった。積雪

の影響を正しく補正することが新たな課題となる。 
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